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クリーンウッド法に関連
する課題について
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1．国際情勢
1．1 背景
• 世界的に森林はCO2排出源

≒途上国における森林減少
⇆違法伐採の関与

• 違法伐採材の流通による経済的損失
• 適正価格以下での供給が森林管理コストを圧迫
• 地域環境の劣化や地域住⺠や労働者の権利の侵害

↓

※合法性（伐採許可、住⺠・労働者保護）、
持続可能性を担保するための措置が必要
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1．2 先進国の取組

• 熱帯⽊材⽣産国における森林認証林の拡⼤は限定的
→先進国（消費国）の⽊材の合法性確認
（⽶国「レイシー法」、「EU⽊材規則」、豪州「違法伐採禁⽌法」、

⽇本「クリーンウッド法」）

• 取扱う⽊材の違法性リスクに対する注意義務（デュー
デリジェンス：DD）
• ⽇本以外では、違法⽊材の取引も禁⽌している
• 合法性≠持続可能性：⽣産国では原⽣林の皆伐許可が下
りている事例あり
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1．3 求められる対策
• 追跡可能で透明性のあるサプライチェーンの構築

• 例）⽇本の輸⼊事業者→産地国サプライヤー→加⼯業者
→中間業者→伐採現場

• 欧州の事例
• 合法性確認の取れる⼯場との直接取引や、合法性確認のとれ
る原材料の委託加⼯への変更

• 企業が現地駐在員を配置
• 監督官庁による摘発や評価
• 法的に登録された監視団体によるDDS開発、リスク評価
• ⽊材⽣産国における⽊材合法性保証システム(TLAS)の構築
• 輸⼊相⼿国別ガイドラインの公開、リスク評価⽀援ツール
→取引コスト上昇、代替製品開発誘発

Copyright ® 2021FFPRI. All Rights Reserved
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2．国産材流通の課題
2．1 国産材に関する主な課題
○合法性

• 盗伐の発⽣：御⽥ら（2019）
• FIT制度における誤った燃料区分の適⽤：総務省（2017）

○持続可能性
• 造林未済地の発⽣：森林・林業⽩書

↓これらを担保するためのガイドライン
グリーン購⼊法：「⽊材・⽊材製品の合法性、持続可能性

の証明のためのガイドライン」
クリーンウッド法： 同上!?

固定価格買取制度：「発電利⽤に供する⽊質バイオマスの
証明のためのガイドライン」

＊ガイドラインの課題
• “業界の⾃主的な動き” ⽇本⽊質バイオマス協会（2017）
• 不⼗分な監理体制（⽴ち⼊り検査実施せず等）

Copyright ® 2021FFPRI. All Rights Reserved
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2．2 持続可能性の担保が不⼗分

Copyright ® 2021FFPRI. All Rights Reserved

森林経営計画策定林分

未利⽤⽊質バイオマス

天然更新に計画変更!?

再造林

⽤材

○？合法性 ？持続性：チェック不⼗分

伐採及び伐採後の
造林届出書提出・
は皆伐後!?
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2．3 燃料材に関する課題
＊発電利⽤に供する⽊質バイオマスの証明のためのガイドライン

• 持続可能性の確保が明記されていない
• 仕⼊先から交付された証明書を保管し、販売先に対して
証明書を交付‐‐‐連続していない（責任の所在!?）

• 伐採段階：販売先、数量等、伐採箇所、伐採⾯積
伐採及び伐採後の造林届出書
保安林伐採許可の通知等を販売先に提出
‐‐‐届け出と伐採地・⾯積の整合確認不⾜
‐‐‐天然更新でも同じ材価！

• 流通段階：根拠書類の⼊⼿‐‐‐不徹底
⼊荷量と出荷量が倍半分‐‐‐丸太㎥とチップ㎥

• 認証制度：認定団体による認定事業者の監査
‐‐‐不⼗分（認定団体担当者1〜数名）
⽇本⽊質バイオマス協会（2019）

Copyright ® 2021FFPRI. All Rights Reserved
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2．4 追跡可能性に関する課題
（１）林地の特定について
• 所有権関係のDB：登記簿、公図

• 所有者不明：法務省（2017）
• 「地図」：境界を⼀定の誤差の範囲内で復元できる− 46％
• 「地図に準ずる図⾯」：明治時代に作成され、正確性は低い

• 資源関係のDB：森林簿、森林基本図
• 上記と重ならない
• リンクさせるための林地台帳の多くが紙ベースで使いづらい
• 更新作業が多くの⾃治体で不⼗分

• 皆伐・再造林のモニタリング（監査）
• 実施⾃治体はわずか→偽造伐採届、無断伐採、造林未済地の発⽣
（御⽥ら（2019））

↓

※情報の⼀元化・公開、⼿続き簡素化、簡易モニタリングの実施
→合法的かつ持続的に⽣産された丸太の区別が可能に

Copyright ® 2021FFPRI. All Rights Reserved
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（２）サプライチェーンについて

• 電⼦マニフェスト義務化＠廃棄物処理法
→データ整理・突合作業効率化：電⼦マニフェストシステム

（JWNET）へ加⼊
• 出荷者と⼊荷者が取り組む必要がある：連帯責任

→標準化に基づく包括的管理
• 優良事例の横展開

• M市：ペーパーレス管理と取引⼿続きの簡素化
‐‐‐周辺⾃治体との⼀体的な取組が必要

• S発電所：GPSを利⽤した由来証明

Copyright ® 2021FFPRI. All Rights Reserved
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3．まとめ
• 合法性確認の強化が必要
⇔⼿続きが煩雑であると企業負担は増加
→ドローンやGPS測量と地図データの連携
→書式や監査⽅法等の統⼀、監理団体の設置
→確認が取れると有利になる仕組みの構築
• 前渡⾦や銀⾏融資の審査条件化や利率の優遇等
• 造林補助申請を伐採時に事前受付→差別化

• 持続性Eや社会性Sの担保も今後重要である
• 温暖化対策
• ESG投資、SDGsの流れ
• 国産材製品輸出の拡⼤
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